















































































































































































































































ような場合に, A, B, Cの３社はコンソーシアムを形成すると考えられ
る30)。
　しかしながら，この基準は，容易に逸脱しうるおそれがあることも否定
し得ない。なぜなら，管理者の構成メンバーを増やしたり，一時的に，権
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限の低い管理者のレベルで管理機関の構成を変えるといったことが可能だ
からである31）。
　なお，③の推定は「ペルギー（特にフランドル地方）では普通に起こって
いることであり，そこでは，真の保有構造ないし親会社という法的構成を
とらずに，しばしば家族(family members)が，いくつか異なった会社の持
分を保有している32）」という。そういった現実的状況が，「コンソーシア
ム」へのベルギーの積極的な取り組みとなって反映しているということも
見逃せない事実である。また，ペルギーの場合，先に見たように，国家的
レペルでの情報要求に応じることも企業会計の重要な職能であると考えら
れていることが，資金調達のための情報提供にウエイトを置いた最近の各
国の対応とはやや異なったものを求めさせているように思える。
　いずれにせよ，連結国王命適用の初年度である1991年において，15の
グループが「コンソーシアム」としての連結財務諸表を作成したと報告さ
れている33）。
　「コンソーシアム」を連結の対象としたほどであるから，当然のことと
言えば当然のことであるが，ペルギーは，共同支配についても極めて積極
的な対応を図っている。
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　第７号指令は，加盟各国が，共同支配の際の比例連結の国内法化に道を
開いている（第32条第１項）が，それを導入した国がほとんどない中にあ
って，ペルギーは，それに忠実に従って，比例連結の適用を原則とした。
すなわち連結国王命第45条第２項およびその但し書きによれば，「共通子
会社の諸要素は，比例連結(Integration proportionnelle)によって連結される。
ただし，その活動が共同支配を行っている企業の活動に密接に続合されて
いない場合には，その共通子会社は，持分法によって財務諸表に含めるこ
とができる」。そしてまた，連結国王令の前文の「国王への報告」によれ
ば，「経済的利害グループ（ＧＩＥ）34）」は共通子会社に類似しているので，
比例連結が適用される35）。
　それ以外の点についてコメントが必要と思われるのは以下の諸点である。
　まず，清算中であるなど，継続企業とみなされない子会社を連結除外と
している（連結国王命第13条）ことである。これは第７号指令には無いも
のであるが，そのような状況のもとにあっては評価のルールが通常とは異
なることを配慮してのことであることが，前述の「国王への報告」に表明
されている36）。その上で，そのような対応は，継続性の原則を規定してい
る第４号指令の第29条に沿ったものであって，結局は指令に基づく措置
であると考えられている。しかしながらこれについては，ペルギー内部に
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おいても，ＥＵ第７号指令にもとるものであるとの批判が見られる37)こ
とに言及しておきたいと思う。
　親会社がさらに上位の親会社の子会社である場合の下位連結と小規模企
業の連結に関する免除については，ペルギーは，指令の許容オプションを
最大限に取り入れている。ペルギーは，まさに純粋持株会社以外には(従
来連結財務諸表の作成を要請していなかった加盟国38)｣であり，その調整
を目指した指令のオプション規定の念頭に置かれていた国であってみれば，
そのような対応は妥当なところではあるが，結果的には寛大な規定になっ
ていると言わざるを得ない。ただし，ペルギーは，小規模子会社の条件を
年々厳しくする方向に向かっており，その意味では, IASとのギャップ
も狭まっていると言える。
　連結損益計算書においては，個別損益計算書の場合と異なって，｢多く
の国々に存在する実務を考慮して39)｣，性格別分析ではなくて，使途別(活
動センター別)分析に基づく項目分類を認めている。ただし，｢このアプロ
ーチは，グループ全体の活動の主要部分が，経営損益の分類のこの基準を
採用した，外国にある子会社によって遂行されている場合にしか，主とし
て正当化されることはない4o)｣という連結国王令自らの説明は，個別財務
諸表との関連で当然のことである。
　連結調整勘定については，第７号指令は，当時の英国の慣行に配慮して，
連結剰余金へのチャージを認めているが，ペルギーはそのオプションを採
用しなかった。基本的には，償却年数を含めて，償却性固定資産と同様に
考えて償却することを規定している41)。妥当な対応である。
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　(3)ＥＵ指令とIAS
　ＥＵ指令が，(加盟国における財務報告の質をかなり改善した42)｣こと
は否定できないし，指令を尊重して国内の体制を整えたベルギーが，会計
制度の新たな展開に見るべき成果を残したことも否定できないように思う。
しかしながら，指令そのものが，国際的な資本市場，特に米国において資
金調達をしようという企業にとっては，充分な役割を果たさないことが大
きな問題となってきた。すなわち，指令は，財務諸表の比較可能性の改善
に役立ち，ＥＵ内での証券市場では一定の成果をあげたものの，米国で資
金調達をしようというＥＵの企業に対しては，米国基準による財務諸表
を別途作成することが求められるという事態が発生したのである。そのよ
うな事態に直面してみると，指令が1990年代の新しい会計のテーマにほ
とんど対応していないことや，加盟各国に認められているオプションの存
在によって，比較可能性が大きく損なわれていることが懸念材料｡となって
きた。
　そのような状況に対して，欧州委員会は，可能な解決策を模索すること
になったが，そのいずれにも重大な問題があることが明らかになった。
　①　米国などＥＵ以外の市場で資本調達するような大企業を指令の適
　　から除外する。一一この場合には，除外すべき会社の範囲をどうすべ
　　きかとか，代わりに適用すべきルールをどうするかといった解決困難
　　な問題が新たに浮上することになるうえに，これまでせっかく歩調を
　　合わせてきたＥＵの調和を乱すことになってしまう43)。
　②　それぞれのルールで作成した財務諸表を，相互承認する道を探る。
　　一米国の財務諸表はすでにＥＵで承認されているので，これには
　　米国側が満足できない44)。
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　③　指令を新しい事態に対応できるものにする。-それには長時間を
　　必要とするし，新しいルールを採用するまでにまた新たなテーマが発
　　生してしまって，対応が追いつかないという可能性もある45)。
　④　新たな欧州会計基準設定機関を創る。-この方法で対処するとす
　　れば，それこそ極めて長い時間を必要とするし，｢ほとんどの加盟国
　　が，すでにIASによって達成されている進歩に思いを寄せて，新た
　　な基準の層(additional layerof standards)を創ることに懸念を表明し
　　た46)｣。
　かくして欧州委員会は，新しい規則を作ったり改訂することはせず，新
しい基準の層をつくることを避けるという方針を確認するところとなった。
そして，欧州委員会主導で，｢コンタクト委員会｣をつくり, IASと指令
の一致性を検討し，不一致の場合はケースバイケースで検討するという作
業に取り掛かった47)。そのような過程を経て，ＥＵは，次第にIASへの
接近を進めることになっていくが，ＥＵは，｢1990年に欧州委員会が組織
した，ＥＵ内での会計基準の調和の将来に関する会議において，指令に含
まれるオプションの数を減らしたり近い将来に新たな法制を採用するので
はなく，より広い国際的なレベルでの調和の努力を考慮に入れる必要性に
対する明白な優先が表明され48)｣，すでにIASへの傾斜の傾向が表れてい
た。そのような表明を受けて，｢IASCは，基準を徐々にではあるが徹底
的なプロセスで改訂してきており, IASは，すでに，国際的なビジネス
界で役立つべき，包括的で概念的にしっかりした一連の財務報告基準を提
供している49)｣との認識がＥＵ内に芽生えていた。
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　その上さらに，｢ＩＯＳＣＯが，2000年５月17日に, IASの評価を終えた
ことを表明し，加盟国に対して，国境を越えて株式の売り出し・上場をす
るために財務諸表を作成する場合，多国にわたる発行会社にIASを用い
ることを認めることを勧告した50)｣ということもあって，欧州委員会
は，2001年２月に，欧州議会と欧州理事会に対して, IASの適用を義務
づける法制化を図るべきことを提言した51)。その結果欧州議会は，今年の
５月に, IASの適用を一定の企業に義務づけることを議決し，遅くとも
2005年１月１日に始まる会計年度から，連結財務諸表はIASに基づいて
作成することを義務づけた52)のである。
　かくして，ペルギーにおいても，連結財務諸表の作成については，当然
のごとくIASに一本化されることになるが，個別財務諸表や非上場会社
の連結に関する対応は各国に任されている53)ので，その点が今後の課題
として残された。
　　(本稿は，成城大学教員特別研究助成による研究成果の一部である。)
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